
2024年 2月 9日(金)、公明党鈴鹿市議団として、「市民の生命を守る防災減災対策の推進を求

める要望書」を、末松則子市長に手渡しました。 

 

 

 
 

 

 

      「市民の生命を守る防災減災対策の推進を求める要望書」 

 

 

 本年 1 月 1 日に発生した「令和 6 年能登半島地震」では多くの被害が発生し、ライフライン

の寸断など今尚、厳しい状況が続いており一日も早い復旧復興を願ってやみません。 

 平成 7 年に発生した「阪神・淡路大震災」、平成 23 年に発生した「東日本大震災」、平成 28

年の「熊本地震」など、平成以降だけでも大規模な災害が多く発生しており、南海トラフ巨大地

震の発生確率も、10 年以内 30％程度、20 年以内 60％程度、30 年以内 70～80％とされており

ます。 

 自然災害は発生を防ぐことは出来ませんが、被害を最小限度に抑えるため平常時からできるこ

と、やるべきことを徹底して行い、市民への啓発をきめ細やかに行い、対策を進めることは出来

ます。 

 過去の教訓を活かし、大規模災害に備え、市民の生命を守る防災減災対策の推進を求め、下記

の事項を要望致します。 

 

 



 

                    記 

 

1. 大規模な災害による被害を想定し、復興まちづくりを早期かつ的確に進めるための体制や手

順、目標や実施方針等を具体的に示した「事前復興計画」を策定すること。 

2. ２次避難先としてホテルや旅館などの宿泊施設を確保し利用できるよう協定締結を進めるこ

と。 

3. 様々な避難者の受入れをスムーズかつ的確に行うための避難所運営マニュアルの完備を早期

に行なうこと。 

4. 災害を想定した、要援護者などを含めた住民参加型の避難訓練、避難所運営訓練を各地域で

実施すること。 

5. デマなど有害情報対策として、正しい情報発信と情報信頼性に関する市民への啓発を行うこ

と。 

6. 家屋の耐震化、家具の転倒防止、食料や水の備蓄、避難先・避難経路の確認など、自ら身を

守る啓発をきめ細かく繰り返し行うこと。 

7. 耐震シェルター設置補助を行うとともに、周知啓発に努めること。 

8. 日常時と非常時という２つのフェーズを分けないフェーズフリーの考え方に基づいた対策を

行うとともに学校での教育と市民への啓発に努めること。 

9. 消防車の侵入が困難な地域などの初期消火活動のため、スタンドパイプなどの機材設置と訓

練を進めること。 

10. 類焼被害を防ぐため、要援護者世帯などに感震ブレーカー設置費補助を行うこと。 

11. 災害時に生活用水を確保できる家庭用雨水タンクの設置補助を行うこと。  

12. 高齢者や障がい者を守る「個別避難計画」の作成推進と、女性防災リーダー育成など女性の

視点を生かした対策を進めること。 

13. 車中泊避難、ペット同伴避難などを想定した専用スペース確保を進めること。 

 

                                    以上 


